
〔スポーツ庁〕 

 

事業名 ドーピング防止活動推進事業 

 

１． 創設年度：平成 18年度 

２． 平成 28年度予算額：１．６億円 

３． 事業概要 

 ドーピングは、競技者の健康を損ねるとともに、公正性を旨とするスポ

ーツの価値を損ねるなどの問題があり、世界的規模での幅広い防止活動が

求められている。我が国は、世界ドーピング防止機構（WADA）のアジア

地域代表常任理事国であり、2019年ラグビーワールドカップ及び 2020年

東京オリンピック・パラリンピック大会のホスト国として、国内外におけ

るドーピング防止体制の整備に積極的な役割を果たすことが求められて

いる。また、我が国も締結国となっているユネスコの「スポーツにおける

ドーピングの防止に関する国際規約」を踏まえ、同規約で「国の役割」と

されているドーピングの防止に関する教育・研究について、以下の事業を

行うものである。〈委託費〉 

（1）ドーピング防止教育・研修事業 : ドーピング違反を未然に防止する

ため、競技者に対する研修会等を実施し、ドーピングの害などの教育を

実施 

（2）ドーピング防止活動に係る人材育成事業 : ドーピングに関する検査、

教育等の活動に必要な人材を育成するため、ドーピング検査員養成講習

会等を実施 

（3）高度化するドーピングに対する検査技術の開発・研究を実施（平成

25年度～） 

 

４． 選定理由  

ア（事業の規模が大きく、又は政策の優先度の高いもの） 

今まさに国際社会問題化しているドーピング防止に向けた様々な取組を行

うことは国としても喫緊の課題であり、今後の事業展開については、2019

年ラグビーワールドカップ及び 2020年東京オリンピック・パラリンピック

 



競技大会等の大規模国際競技大会をドーピング違反のないクリーンな大会

とするため、より一層加速化させていく必要があるが、限られた予算の中

で国際動向と歩調を合わせつつスピード感を持って対応するためには、そ

の防止活動について、より効果的かつ効率的に進めるための検討を行うこ

とが必要であるため。 

 

５． 想定される論点 

・喫緊の課題と現状の取組内容の整合性について 

・事業の成果をどのように活用していくべきか 

・アウトカム・アウトプットは適切に設定されているか 

 

※成果指標（平成 27年度） 

  ・ドーピング防止教育のための各種研修会の参加者数 

  ・ドーピング検査員養成講習会の参加者数 

  ・血液採取によるドーピング検査件数 



ドーピング防止活動推進事業

・ドーピングは、競技者の健康を損ねるとともに、公正性を旨とするスポーツの価値を損ねるなどの問
題があり、ロシア等の国際的なドーピング疑惑を受け、現在、世界的規模での幅広い防止活動が求
められている。
・ 世界ドーピング防止機構(WADA)のアジア地域代表常任理事国として、また、ユネスコの「スポーツ
におけるドーピングの防止に関する国際規約」の締結を踏まえ、我が国のドーピング防止教育の充
実を図る必要がある。
・ スポーツ基本法に「ドーピング防止活動の推進」が規定されたことを踏まえ、我が国のドーピング防
止活動を推進する必要がある。

事業要旨

主な
事業内容

（平成27年度予算額 １６８，３０８千円）
平成28年度予算額 １５８，５２７千円

ドーピング防止活動推進事業

ドーピング防止教育・研修事業

○競技者等に対する研修会を実施し、ドーピング防止教育の充実

ドーピング防止活動に係る人材育成事業

ドーピング検査技術研究開発事業

○ドーピング検査員養成講習会を実施し、検査員を養成

○ドーピング検査の技術研究及び開発

158,527千円

96,397千円

29,411千円

31,819千円

＜主な事業＞
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27年度活動見込

（2）ドーピング防止活動に係る人材育成事業
ドーピング検査員養成講習会の開催数

活動実績 回 9 11 8

当初見込み 回 11 10 7 9

97％

平成２７年度行政事業レビューシート 文部科学省

執行額

181 211 210.7 168.8 158.5

187 202.1

執行率（％） 97% 89% 96%

（2）ドーピング防止に係る
人材の育成を促進し、検査
員養成講習会参加者数175
人／年を目指す。

ドーピング検査員養成講習
会の参加者数

成果実績 人 142 167

目標値 人 275

平成１８年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

活動実績

活動指標

人

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し -

計

275 142 175

達成度 ％ 51.6％

210.7

主要政策・施策

300

達成度

208 210

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 24年度 25年度 26年度

（1）ドーピング防止教育・研修事業
ドーピング防止教育のための各種研修会の開催数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）
254 168 181

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

ユネスコの「スポーツにおけるドーピングの防止に関す
る国際規約」第3条、7条、19～23条、24～27条

関係する計画、
通知等

スポーツ基本計画（平成24年3月30日策定）
スポーツ立国戦略（平成22年8月26日策定）
スポーツにおけるドーピングの防止に関するガイドライン
（平成19年5月文部科学大臣策定）
スポーツ振興基本計画（平成18年9月21日改定）

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

175

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 211

文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

ドーピングは、競技者の健康を損ね、スポーツの価値を損ねるなどの問題があり、世界的規模での幅広い防止活動が求められている。
我が国は、世界ドーピング防止機構（WADA）のアジア地域代表常任理事国として、またユネスコの「スポーツにおけるドーピングの防止に関
する国際規約」の締結を踏まえ、ドーピングの防止に関する教育・研究などの事業を行い、ドーピング防止活動の推進を図る。

前年度から繰越し - -

事業番号

ドーピング防止活動推進事業 担当部局庁 スポーツ・青少年局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 競技スポーツ課
競技スポーツ課長
先﨑　卓歩

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
政策目標11：スポーツの振興

施策目標11-3：我が国の国際競技力の向上

主要経費

27年度

-

-

ドーピング防止教育のため
の各種研修会の参加者数

247

15,135

27年度活動見込

60.7％ 89.4％

単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

件 19

％ - -

（3）血液採取によるドーピ
ング検査増加のための研
究を促進し、検査数300件
／年を目指す。

血液採取によるドーピング
検査件数

成果実績

定量的な成果目標 成果指標

100.2％161.5％

回

成果実績

目標値

240

単位

100.9％

24年度 25年度 26年度

26年度

25年度

-

成果指標 単位

人

26年度
目標最終年度

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

ユネスコの国際規約で国の役割とされているドーピングの防止に関する「教育」や「研究」について、以下の事業を行う。
（1）ドーピング防止教育・研修事業 : ドーピング違反を未然に防止するため、競技者に対する研修会等を実施し、ドーピングの害などの教育
を実施
（2）ドーピング防止活動に係る人材育成事業 : ドーピングに関する検査、教育等の活動に必要な人材を育成するため、ドーピング検査員養
成講習会等を実施
（3）高度化するドーピングに対する検査技術の開発・研究を実施（平成25年度～）

目標最終年度

- -

168.8 158.5

245 291

目標値 件

-

- 300

24年度 25年度

24,221
（1）ドーピング防止教育・研
修を促進し、研修会参加者
数19,000人／年を目指す。

達成度 ％

当初見込み

回

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標



0.3

157.6

0.2

職員旅費

スポーツ振興事業委託費 167.9

0.2

0.2

0.2

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

（1）ドーピング防止教育・研修事業
ドーピング防止教育のための各種研修会開催１回当た
りのコスト
ドーピング防止教育・研修事業執行額／ドーピング防止
教育のための各種研修会の開催回数

単位当たり
コスト 円 124,041 153,011 90,917 109,611

計算式 円/回 31,506,425/254 25,705,775/168 16,456,039/181 23,018,310/210

0.2

委員等旅費

2,336,814/11 1,315,094/6

24年度

費　目

0.3

計 168.8 158.5

庁費

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.2

単位当たり
コスト 398,333543,437

単位

円/回 2,389,996/6

27年度見込

212,438
（2）ドーピング防止活動に係る人材育成事業
ドーピング検査員養成講習会開催１回当たりのコスト
ドーピング防止活動に係る人材育成事業執行額／ドー
ピング検査員養成講習会の開催回数

26年度

計算式

219,182

4,890,930/9

円
単位当たり

コスト

算出根拠 25年度



事業所管部局による点検・改善

　支出先の選定に当たっては、十分な公告期間を確保し
た上で公募（企画競争）・一般競争入札を実施しており、そ
の妥当性や競争性を確保するとともに、単位当たりコスト
の削減に努めているところ。
　なお、委託事業の契約に当たっては、事業経費の費目・
使途の内容を厳正に審査するなど、その必要性について
適切にチェックを行っているところである。

同上

国
費
投
入
の
必
要
性

改善の
方向性

・国際的なアンチ・ドーピング情勢の変化、及び、国内のアンチ・ドーピング需要の変化に対応するため、事業内容の精査を行う。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

同上

同上

同上

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

民間団体に対する委託事業として実施しているが、効果的にドーピング防止の体制整備を実現するためにも、統括競技団体、中央競技団
体、（公財）日本アンチ・ドーピング機構、関係省庁と協議し、効率的かつ実効性の高い運用を行っているところ。
　また、当該事業はスポーツ立国戦略に基づき、ドーピング防止活動の実効性を高め、透明性の高い公平・公正なスポーツ界の実現に資す
るといった目的に資するため、各種研修会の開催数や検査員養成講習会の開催数といった定量的な目標値を設定した上で実施しており、
自己評価を行うなど、着実な実施に努めている。
　成果実績及び活動実績については、当初見込みを下回っている事業もあるが、ドーピング検査員養成講習会の内容の充実を図ったもの
であり、本事業によるドーピング防止活動に係る人材育成は着実に推進されている。
　さらに、当該調査研究で得られた報告書は、今後のドーピング防止活動の推進体制の整備方針を検討するための関係諸団体との協議会
において使用する等、公平・公正なスポーツ界の実現のために活用されている。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

同上

同上

同上

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

本事業は、スポーツ基本法及びスポーツ基本計画におい
てその必要性が明記されるなど、政策の優先度が極めて
高い事業である。スポーツ界の透明性や公平・公正性を
向上させることは、誰もが安全かつ公正な環境の下でス
ポーツに参画できる機会を充実させるための基礎条件で
あり、次代を担う青少年が、スポーツを通じて、他者を尊
重しこれと協同する精神、公正さと規律を尊ぶ態度等を
培っていくためにも重要であることから、広く国民のニーズ
がある事業である。なお、ドーピング防止活動の実効性を
高め、透明性の高い公平・公正なスポーツ界の実現に資
するといった目的を達成するためには、統括競技団体、中
央競技団体、（公財）日本アンチ・ドーピング機構、関係省
庁との連携を図りながら事業を進めることが重要であるこ
とから、国が総合的に推進していく必要がある。

同上

○

○

○

○

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○

民間団体に対する委託事業として実施しているが、効果
的にドーピング防止の体制整備を実現するためにも、統
括競技団体、中央競技団体、（公財）日本アンチ・ドーピン
グ機構、関係省庁と協議し、効率的かつ実効性の高い運
用を行っているところ。
　また、当該事業はスポーツ立国戦略に基づき、ドーピン
グ防止活動の実効性を高め、透明性の高い公平・公正な
スポーツ界の実現に資するといった目的に資するため、
各種研修会の開催数や検査員養成講習会の開催数と
いった定量的な目標値を設定した上で実施しており、自己
評価を行うなど、着実な実施に努めている。
　成果実績及び活動実績については、当初見込みを下
回っている事業もあるが、ドーピング検査員養成講習会の
内容の充実を図ったものであり、本事業によるドーピング
防止活動に係る人材育成は着実に推進されている。
　さらに、当該調査研究で得られた報告書は、今後のドー
ピング防止活動の推進体制の整備方針を検討するため
の関係諸団体との協議会において使用する等、公平・公
正なスポーツ界の実現のために活用されている。

同上

事業名所管府省・部局名 事業番号

○



外部有識者の所見

386平成22年度

平成25年度

357

349

平成23年度

縮
減

358

関連する過去のレビューシートの事業番号

事
業
内
容
の

一
部
改
善

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

１．事業評価の観点：本事業は、ドーピングの防止に関する教育・研究などを行い、ドーピング防止活動の推進を図ることを目的に平成１８年度
以降長期に渡り実施している事業であり、事業評価に当たっては長期継続事業及び予算執行状況の観点から検証を行った。

２．所見：ドーピング防止活動によりスポーツ界の透明性や公平・公正性を向上させることは、特に次代を担う青少年が、スポーツを通じて他者
を尊重しこれと協同する精神、公正さと規律を尊ぶ態度等を培っていくためにも重要であることから、国の事業としての必要性は認められる。な
お、当該事業は概ね計画通りに予算執行したものと考えられるが、更なる事業の効率化を目指し、積算単価を再検証するなど、引き続きコスト
削減に努めるべきである。また、外部有識者の点検結果を踏まえ、①ドーピング防止に係る人材の育成という事業目的について、アウトカム指
標が講習会への参加者数だけでは不十分であり、講習の結果等を受けた、検査体制の充実を重要な指標として検討すべき、②検査技術の開
発・研究という事業目的と、ドーピング検査数３００件／年という成果目標との関係について丁寧かつ的確に説明すべき、③ドーピング検査数だ
けでなく、研究・開発のための検査数であるとすれば、検査数だけでなく、検査項目や検査内容の充実を指標として検討すべきである。

事業の効率化及び積算単価の再検証などにより、平成28年度概算要求における反映状況については、19.244百万円縮減した。
目標指標について、引き続き、分かりやすい成果公表に努める。
【所見に対して】①ドーピング検査員の講習会の成果は、ドーピング検査数の増加や事故のないドーピング検査に反映されている。②検査技術
の研究開発の一つの目的は血液検査を我が国で実施することであり、その成果として、血液検査の実施件数を指標としている。③ドーピング検
査の検査項目や検査内容については、対象スポーツや競技会等により異なり、かつ、非公表であるため、指標として掲示することは困難であ
る。

平成26年度

ドーピング防止に係る人材の育成という事業目的について、アウトカム指標が講習会への参加者数だけでは不十分であり、講習の結果等を受けた、検査体制
の充実を重要な指標として検討すべき。
検査技術の開発・研究という事業目的と、ドーピング検査数３００件／年という成果目標との関係について丁寧かつ的確に説明すべき。ドーピング検査数だけで
なく、研究・開発のための検査数であるとすれば、検査数だけでなく、検査項目や検査内容の充実を指標として検討すべき。

342

平成24年度

スポーツ基本計画について：http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/plan/index.htm
スポーツ立国戦略について：http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/rikkoku/1297182.htm
世界ドーピング防止規程について：http://www.playtruejapan.org/downloads/code/WADA_CODE_2009_JP.pdf
日本ドーピング防止規程について：http://www.playtruejapan.org/downloads/code/JADA_Code_2009_Version2.pdf
ユネスコ「スポーツにおけるドーピングの防止に関する国際規約」について：http://www.mext.go.jp/unesco/009/003/017.pdf



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　　なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

文部科学省
202百万円

A.ドーピング防止教育・研修
事業：119百万円
（公財)日本アンチ・ドーピン
グ機構

ドーピングのないスポー

ツの実現とスポーツ精神

の促進のため、世界ドー

ピング防止規程に則り、

国内の競技者及び支援

要員に対して教育・研修

を実施する。
また、教育プログラムを
より実効性のある内容と
するために、ドーピング
防止に関する意識・理解
度等に関する調査分析
や、教育・研修活動に関
する事例研究を実施する。

国内及び国際レベルドー
ピング防止活動を適切か
つ円滑に実施するため
の人材を育成し、ドーピ
ング防止活動を促進する。
また、アジア地域のドー
ピング防止活動を推進す
るため、アジア地域の
ドーピング防止機関にお
ける人材の育成を実施
する。

ユネスコの国際規約で国の役割とされているドーピングの防止に関する「教育」や

「研究」について、以下の事業を行う。
（1）ドーピング防止教育 : ドーピングの未然防止や防止活動の人材教育のため、競
技者や検査員等への教育を実施
（2）アジア地域のドーピング防止教育 : WADAアジア地域代表常任理事国として、
アジア地域の人材教育を行うとともに、他国との交流を通じて国内関係者の人材教
育を実施
（3）高度化するドーピングに対する検査技術の開発・研究を実施

B.ドーピング防止教育・研修
事業（人材育成）：54百万円
（公財)日本アンチ・ドーピン
グ機構

我が国における血液採取
によるドーピング検査の実
施、アスリート生体パス
ポート等の検査技術、解
析技術の確立に資する研

Ｃ. 血液採取によるドーピン
グ検査技術研究開発事業：
29百万円
（公財)日本アンチ・ドーピン
グ機構

D. 頑健性評価に関する研
究：16百万円
（公財)日本分析センター

【公募・委託】 【公募・委託】 【公募・委託】



計 16 計 0

一般管理費 経費の10％ 1

3その他 諸謝金、旅費、印刷製本費

雑役務費 分析補助業務等 4

借損料 分析装置レンタル料 4

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

消耗品費 検査分析消耗品等 4

D.(公財）日本分析センター H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 29 計 0

再委託費 頑健性評価に関する研究の再委託費 16

一般管理費 経費の10％ 1

その他 諸謝金、旅費、会議費、消耗品費等 1

C.（公財)日本アンチ・ドーピング機構 G. 

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 検査分析費、派遣スタッフ雇用費用 11

計 54 計 0

借損料 講習会会場借料等 3

一般管理費 経費の10％ 5

その他
諸謝金、会議費、通信運搬費、消費税相当
額、消耗品費

4

1印刷製本費 テキスト印刷等

雑役務費
アジア地域におけるドーピング検査員養成
業務等

26

計 119 計 0

旅費
長期研修派遣職員渡航費、検査員受入旅
費、講師交通費等

13

賃金 長期研修派遣職員賃金 2

B.（公財)日本アンチ・ドーピング機構 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

印刷製本費 教材印刷製本等 13

会場借上 3

一般管理費 経費の10％ 11

借損料

諸謝金 研修会講師謝金等 3

旅費 研修会講師旅費等 11

金　額
(百万円）

雑役務費 ＷＥＢサイト構築、教材作成等

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.（公財)日本アンチ・ドーピング機構 E.
金　額

(百万円）
費　目 使　途費　目 使　途

65

その他
借損料、消耗品費、会議費、通信運搬費、
消費税相当額

5

賃金 専任職員賃金 8

チェック



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

9

10

7

8

5

6

3

4

1
（公財）日本アンチ・ドーピング
機構

我が国における血液採取によるドーピング検査の実施、アスリート生体パ
スポート等の検査技術等の確立に資する研究を実施する。

29 企画競争 -

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

8

9

6

7

4

5

3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
（公財）日本アンチ・ドーピング
機構

国内及び国際レベルドーピング防止活動を適切かつ円滑に実施するため
の人材を育成し、ドーピング防止活動を促進する。また、アジア地域のドー
ピング防止機関における人材育成を実施する。

54 企画競争 -

2

8

9

10

5

2

6

7

4

3

1
（公財）日本アンチ・ドーピング
機構

ドーピングのないスポーツの実現に向け、世界ドーピング防止規則に則り、
国内の競技者及び支援要員に対して教育・研修を実施する。

119 企画競争 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック



１１－３「我が国の国際競技力の向上」の施策マップ
施策の実施理由 活動内容 効果 目標

戦略的・効果的なア
スリートの育成・強化

（達成目標１）

トップアスリートを
発掘・育成・強化す
るため、スポーツ団
体や強化・研究関
係機関、地域等と
の連携により、ジュ
ニア期からトップレ
ベルに至る体系的
かつ戦略的な支援
を強化する

【Sport for Tomorrow等推進プログラム】

（施策の概要）

今後の夏季・冬季
オリンピック競技大
会における、それ
ぞれの過去最多を
超えるメダル数の
獲得や、オリンピッ
ク競技大会及び各
世界選手権大会に
おける過去最多を
超える入賞数の実
現、パラリンピック
競技大会における
日本代表選手の活
躍等を目指し、トッ
プアスリートへの
支援を行う。また、
国際競技大会等の
招致・開催等を通
じた国際交流・貢
献を推進する

（達成目標２）

オリンピック競技大
会、パラリンピック
競技大会等の国際
競技大会等の積極
的な招致や円滑な
開催、国際的な情
報の収集・発信、国
際的な人的ネット
ワークの構築等を
行う

国際競技団体等にお
ける重要事項の決定
過程における発言力
の拡大・強化

国際スポーツ界にお
ける日本のプレゼン
スの向上

Sport for Tomorrowプ
ログラムによるスポー
ツ国際貢献

選手活動への医・科
学，情報等を用いた
サポート

【ハイパフォーマンス
サポート事業】

競技団体による選手
強化活動への支援

【競技力向上事業】

【国際情報戦略強化事業】

国際競技団体等にお
ける日本人役員の数
を増加させる

国際競技団体に日本
のスポーツ関係者の
意向を反映させる必
要

スポーツの価値，オリ
ンピック・パラリンピッ
ク・ムーブメントを全
世界に広げる必要

選手強化費の配分を
より戦略的・効果的に
行う必要

多方面からの高度な
支援を行う必要

選手の強化・研究活
動拠点の整備，その
在り方についての検
討が必要

選手の強化・研究活
動拠点の整備

【NTC競技別強化拠点事業】
























